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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　正極、負極、電解液及びセパレータを有する蓄電装置であって、
　前記電解液は、非水溶媒及びリチウムイオンを含む電解質塩から成り、
　前記非水溶媒は、
　一般式（Ｇ１）で表される第１のイオン液体と、
　一般式（Ｇ２）で表される第２のイオン液体と、から成り、
　前記第１のイオン液体の化合物構造は、前記第２のイオン液体と異なることを特徴とす
る蓄電装置。
【化１】

　（式中、Ｒ１～Ｒ５は、それぞれ独立に、水素原子、又は炭素数が１～２０のアルキル
基、メトキシ基、メトキシメチル基、若しくはメトキシエチル基のいずれかを表し、Ａ１
－は、１価のイミドアニオン、１価のメチドアニオン、パーフルオロアルキルスルホン酸
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アニオン、テトラフルオロボレート、又はヘキサフルオロホスフェートのいずれかを表す
。但し、Ｒ１～Ｒ５の全てが水素原子の場合を除く。）
【化２】

　（式中、Ｒ６～Ｒ１０は、それぞれ独立に、水素原子、又は炭素数が１～２０のアルキ
ル基、メトキシ基、メトキシメチル基、若しくはメトキシエチル基のいずれかを表し、Ａ

２
－は、１価のイミドアニオン、１価のメチドアニオン、パーフルオロアルキルスルホン

酸アニオン、テトラフルオロボレート、又はヘキサフルオロホスフェートのいずれかを表
す。但し、Ｒ６～Ｒ１０の全てが水素原子の場合を除く。）
【請求項２】
　正極、負極、電解液及びセパレータを有する蓄電装置であって、
　前記電解液は、非水溶媒及びリチウムイオンを含む電解質塩から成り、
　前記非水溶媒は、
　一般式（Ｇ３）で表される第１のイオン液体と、
　一般式（Ｇ４）で表される第２のイオン液体と、から成ることを特徴とする蓄電装置。

【化３】

　（式中、Ｒ１～Ｒ５は、それぞれ独立に、水素原子、又は炭素数が１～２０のアルキル
基、メトキシ基、メトキシメチル基、若しくはメトキシエチル基のいずれかを表し、Ａ１
－は、１価のイミドアニオン、１価のメチドアニオン、パーフルオロアルキルスルホン酸
アニオン、テトラフルオロボレート、又はヘキサフルオロホスフェートのいずれかを表す
。但し、Ｒ１～Ｒ５の全てが水素原子の場合を除く。）
【化４】

　（式中、Ｒ６～Ｒ９は、それぞれ独立に、水素原子、又は炭素数が１～２０のアルキル
基、メトキシ基、メトキシメチル基、若しくはメトキシエチル基のいずれかを表し、Ａ２
－は、１価のイミドアニオン、１価のメチドアニオン、パーフルオロアルキルスルホン酸
アニオン、テトラフルオロボレート、又はヘキサフルオロホスフェートのいずれかを表す
。但し、Ｒ６～Ｒ９の全てが水素原子の場合を除く。）
【請求項３】
　請求項１または２において、
　前記第２のイオン液体は凝固点降下剤として機能することができることを特徴とする蓄
電装置。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、イオン液体を含む非水溶媒、及び当該非水溶媒を用いた蓄電装置に関する。
【０００２】
　なお、蓄電装置とは、蓄電機能を有する素子及び装置全般を指すものである。
【背景技術】
【０００３】
　蓄電装置の一つであるリチウムイオン二次電池は、携帯電話や、電気自動車（ＥＶ：Ｅ
ｌｅｃｔｒｉｃ　Ｖｅｈｉｃｌｅ）などの様々な用途に用いられており、リチウムイオン
二次電池に求められる特性として、高エネルギー密度化、サイクル特性の向上及び様々な
動作環境での安全性などがある。
【０００４】
　リチウムイオン二次電池の電解液の多くは、非水溶媒とリチウムイオンを有する電解質
塩を含む混合物である。そして、当該非水溶媒としてよく用いられている有機溶媒として
は、誘電率が高くイオン伝導性に優れたエチレンカーボネートなどの環状カーボネートが
ある。
【０００５】
　しかし、エチレンカーボネートに限らず、有機溶媒の多くは、揮発性及び低引火点を有
している。このため、リチウムイオン二次電池の電解液に含まれる非水溶媒として有機溶
媒を用いる場合、内部短絡や、過充電等によって内部温度が上昇し、リチウムイオン二次
電池の破裂や発火などが起こる可能性がある。
【０００６】
　上記を考慮し、難燃性であり、難揮発性である常温溶融塩（イオン液体ともいう）を、
リチウムイオン二次電池の電解液に含まれる非水溶媒として用いることが検討されている
。
【０００７】
　リチウムイオン二次電池の電解液に含まれる非水溶媒としてイオン液体を用いた場合、
イオン液体の耐還元性が低いために、低電位負極材料を用いることが出来ないという問題
がある。そこで、４級アンモニウム塩を用いたイオン液体において、イオン液体の耐還元
性を向上させることで、添加剤なしに低電位負極材料であるリチウムの溶解及び析出を可
能にする技術が開示されている（特許文献１参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開２００３－３３１９１８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　しかし、このように耐還元性を向上させたイオン液体においても、その還元電位はリチ
ウムの酸化還元電位とほぼ同程度であり、さらなる耐還元性の改良が望まれる。
【００１０】
　そこで、本発明の一態様は、耐還元性に優れ、電解液に適用可能な非水溶媒を提供する
ことを目的の一とする。
【００１１】
　また、イオン液体は、難燃性且つ難揮発性であることから使用環境が高温である場合に
おいて有利といえる。しかし、蓄電装置は、使用環境が常温（室温ともいえる）より高い
高温環境下（概ね常温以上７０℃以下）だけではなく、使用環境が常温より低い低温環境
下（概ね－３０℃以上常温以下）においても正常に動作することが望まれるため、蓄電装
置に含まれる電解液の凝固点は低いことが望まれる。
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【００１２】
　例えば、特許文献１に示す四級アンモニウム系カチオンを含むイオン液体の融点は、１
０℃程度であるため、当該イオン液体を電解液として含む蓄電装置を低温環境下で使用す
る場合、イオン液体は凝固し、イオン液体の抵抗が上昇するおそれがある。また、低温環
境下での蓄電装置の使用が困難となるため、蓄電装置の動作温度範囲が狭くなるといった
問題が生じる。
【００１３】
　そこで、本発明の一態様は、幅広い温度範囲で使用でき、電解液に適用可能な非水溶媒
を提供することを目的の一とする。さらに、高性能な蓄電装置を提供することを目的の一
とする。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　上記課題を鑑み、本発明の一態様は、少なくとも一以上の置換基を有する脂環式４級ア
ンモニウムカチオンと、当該脂環式４級アンモニウムカチオンに対するアニオンを有する
イオン液体と、凝固点降下剤を、少なくとも含む非水溶媒である。
【００１５】
　上記非水溶媒に含まれるイオン液体は、置換基が脂環式４級アンモニウムカチオンの脂
肪族環に結合している化合物であってもよい。なお、当該脂肪族環の炭素数は５以下であ
ることが好ましい。
【００１６】
　上記非水溶媒において、凝固点降下剤は、イオン液体より粘度が低いことが好ましい。
また、当該凝固点降下剤は、環式４級アンモニウムカチオンと、当該環式４級アンモニウ
ムカチオンに対するアニオンを有するイオン液体であってもよい。また、当該凝固点降下
剤は、非環式４級アンモニウムカチオンと、当該非環式４級アンモニウムカチオンに対す
るアニオンを有するイオン液体であってもよい。
【００１７】
　本発明の別の一態様は、少なくとも、一般式（Ｇ１）で表されるイオン液体と、凝固点
降下剤を含む非水溶媒である。
【００１８】
【化１】

【００１９】
　一般式（Ｇ１）中において、Ｒ１～Ｒ５は、それぞれ独立に、水素原子、又は炭素数が
１～２０のアルキル基、メトキシ基、メトキシメチル基、若しくはメトキシエチル基のい
ずれかを表し、Ａ１

－は、１価のイミドアニオン、１価のメチドアニオン、パーフルオロ
アルキルスルホン酸アニオン、テトラフルオロボレート、又はヘキサフルオロホスフェー
トのいずれかを表す。
【００２０】
　上記非水溶媒において、凝固点降下剤は、イオン液体より粘度が低いことが好ましい。
また、当該凝固点降下剤は、環式４級アンモニウムカチオンと、当該環式４級アンモニウ
ムカチオンに対するアニオンを有するイオン液体であってもよい。また、当該凝固点降下
剤は、非環式４級アンモニウムカチオンと、当該非環式４級アンモニウムカチオンに対す
るアニオンを有するイオン液体であってもよい。
【００２１】
　また、上記非水溶媒において、凝固点降下剤は、一般式（Ｇ１）で表されるイオン液体



(5) JP 6099887 B2 2017.3.22

10

20

30

40

50

としてもよい。
【００２２】
　さらに、上記非水溶媒において、凝固点降下剤は、一般式（Ｇ２）で表されるイオン液
体としてもよい。
【００２３】
【化２】

【００２４】
　一般式（Ｇ２）中において、Ｒ１～Ｒ４は、それぞれ独立に、水素原子、又は炭素数が
１～２０のアルキル基、メトキシ基、メトキシメチル基、若しくはメトキシエチル基のい
ずれかを表し、Ａ２

－は、１価のイミドアニオン、１価のメチドアニオン、パーフルオロ
アルキルスルホン酸アニオン、テトラフルオロボレート、又はヘキサフルオロホスフェー
トのいずれかを表す。
【００２５】
　本発明の別の一態様は、上記非水溶媒に加え、少なくとも正極、負極、電解液及びセパ
レータを有し、上記非水溶媒を電解液とする蓄電装置である。また、電解質塩を含ませた
上記非水溶媒を電解液とする蓄電装置である。なお、当該電解質塩は、リチウムイオンを
含む電解質塩としてもよい。
【発明の効果】
【００２６】
　本発明の一態様によれば、より耐還元性に優れ、電解液に適用可能な非水溶媒を提供す
ることができる。また、より広い温度範囲で使用でき、電解液に適用可能な非水溶媒を提
供することができる。さらに、当該非水溶媒を電解液に用いることで、高性能な蓄電装置
を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２７】
【図１】本発明の一態様に係るリチウムイオン二次電池を示す断面図。
【図２】本発明の一態様に係るリチウムイオン二次電池の上面図及び斜視図。
【図３】本発明の一態様に係るリチウムイオン二次電池の作製方法を示す斜視図。
【図４】本発明の一態様に係るリチウムイオン二次電池の作製方法を示す斜視図。
【図５】本発明の一態様に係る蓄電装置を用いた電気機器を説明するための斜視図。
【発明を実施するための形態】
【００２８】
　以下では、本発明の実施の形態について図面を用いて詳細に説明する。ただし、本発明
は以下の説明に限定されず、本発明の趣旨及びその範囲から逸脱することなくその形態及
び詳細を様々に変更し得ることは、当業者であれば容易に理解される。従って、本発明は
、以下に示す実施の形態の記載内容に限定して解釈されるものではない。なお、図面を用
いて発明の構成を説明するにあたり、同じものを指す符号は異なる図面間でも共通して用
いる。また、同様のものを指す際にはハッチパターンを同じくし、特に符号を付さない場
合がある。また、便宜上、絶縁層は上面図には表さない場合がある。なお、各図面におい
て示す各構成の、大きさ、層の厚さ、又は領域は、明瞭化のために誇張されて表記してい
る場合がある。従って、必ずしもそのスケールに限定されない。
【００２９】
（実施の形態１）
　本実施の形態では、本発明の一態様に係る非水溶媒ついて説明する。
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【００３０】
　本発明の一態様に係る非水溶媒は、少なくとも一以上の置換基を有する脂環式４級アン
モニウムカチオンと、当該脂環式４級アンモニウムカチオンに対するアニオンを有するイ
オン液体と、凝固点降下剤を、少なくとも含む非水溶媒である。
【００３１】
　また、上記イオン液体は、窒素原子に構造の異なる置換基が結合している脂環式４級ア
ンモニウムカチオンを有することが好ましい。つまり、非対称な構造を有する脂環式４級
アンモニウムカチオンであることが好ましい。当該置換基の一例としては、炭素数が１～
４のアルキル基などがある。なお、当該置換基はこれ限らず、非対称な構造を有する脂環
式４級アンモニウムカチオンとなるように様々な置換基を用いることができる。
【００３２】
　また、上記イオン液体の脂環式４級アンモニウムカチオンは、その脂肪族環に置換基を
有することで、置換基との相互作用により効果を発する。例えば、電子供与性である置換
基を用いることで誘起効果が生じ、誘起効果により、脂環式４級アンモニウムカチオンの
電気的偏りが緩和されるために電子の受容を困難にし、イオン液体の還元電位を低電位化
させることができる。なお、還元電位が低電位化することは、耐還元性（還元安定性とも
いう）が向上することを意味する。
【００３３】
　電子供与性の置換基の一例としては、炭素数１～２０のアルキル基、メトキシ基、メト
キシメチル基、又はメトキシエチル基などがある。当該アルキル基は、直鎖状又は分岐鎖
状のどちらであってもよい。なお、当該置換基は、電子供与性であればこれらに限るもの
ではなく、さらには電子供与性の置換基に限るものでもない。
【００３４】
　なお、上記イオン液体の脂環式４級アンモニウムカチオンにおいて、脂肪族環の炭素数
は、化合物の安定性、粘度及びイオン伝導度、並びに合成の簡易さから、５以下であるこ
とが好ましい。つまり、環の長さが６員環より小さい４級アンモニウムカチオンであるこ
とが好ましい。
【００３５】
　イオン液体におけるアニオンは、脂環式４級アンモニウムカチオンとイオン液体を構成
する一価のアニオンである。例えば、当該アニオンとしては、１価のイミドアニオン、１
価のメチドアニオン、パーフルオロアルキルスルホン酸アニオン、テトラフルオロボレー
ト（ＢＦ４

－）又はヘキサフルオロホスフェート（ＰＦ６
－）などがある。そして、１価

のイミドアニオンとしては、（ＣｎＦ２ｎ＋１ＳＯ２）２Ｎ－（ｎ＝０～３）、又はＣＦ

２（ＣＦ２ＳＯ２）２Ｎ－などがある。１価のメチドアニオンとしては、（ＣｎＦ２ｎ＋

１ＳＯ２）２Ｃ－（ｎ＝０～３）、又はＣＦ２（ＣＦ２ＳＯ２）２Ｃ－などがある。パー
フルオロアルキルスルホン酸アニオンとしては、（ＣｍＦ２ｍ＋１ＳＯ３）－（ｍ＝０～
４）などがある。なお、当該アニオンは、これらに限るものではなく、当該脂環式４級ア
ンモニウムカチオンとイオン液体を構成できるアニオンであればよい。
【００３６】
　上記したイオン液体は一般式（Ｇ３）に相当する。
【００３７】
【化３】

【００３８】
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　一般式（Ｇ３）中において、Ｒ１～Ｒ５は、それぞれ独立に、水素原子、又は炭素数が
１～２０のアルキル基、メトキシ基、メトキシメチル基、若しくはメトキシエチル基のい
ずれかを表し、Ｒ６及びＲ７は、それぞれ独立に、炭素数が１～４のアルキル基のいずれ
かを表し、Ａ１

－は、１価のイミドアニオン、１価のメチドアニオン、パーフルオロアル
キルスルホン酸アニオン、テトラフルオロボレート（ＢＦ４

－）、又はヘキサフルオロホ
スフェート（ＰＦ６

－）のいずれかを表す。
【００３９】
　蓄電装置に含まれる電解液（特に電解液に含まれる非水溶媒）の粘度を低くすることで
、蓄電装置のレート特性（出力特性）を向上させることができる。そこで、一般式（Ｇ３
）で表されるイオン液体において、Ｒ１～Ｒ５を炭素数１～２０のアルキル基とする場合
、炭素数は小さい（例えば炭素数１～４）方が、当該イオン液体の粘度を低くすることが
でき、電解液の粘度を低くすることができるため好ましい。
【００４０】
　本発明の一態様に係る非水溶媒は、上記イオン液体に加えて凝固点降下剤を含んでいる
。このことから、本発明の一態様に係る非水溶媒の凝固点は、上記イオン液体のみを含む
非水溶媒に比べて低い。つまり、本発明の一態様に係る非水溶媒は、常温より低温下にお
いても凝固することなく電解液の非水溶媒として機能するため、幅広い温度範囲で機能す
る電解液を実現できる。従って、当該非水溶媒を電解液として含む蓄電装置は、幅広い温
度範囲で動作が可能となる。
【００４１】
　凝固点降下剤は、上記イオン液体に加えて、上記イオン液体の凝固点を降下させること
ができる物質（例えば、有機塩又は無機塩）とする。蓄電装置に含まれる電解液（特に電
解液に含まれる非水溶媒）は、高温下で破裂又は発火など生じないような難燃性及び難揮
発性であることが望まれることから、当該凝固点降下剤についても、イオン液体とするこ
とが好ましい。例えば、脂肪族又は芳香族の環式４級アンモニウムカチオン及び当該環式
４級アンモニウムカチオンに対するアニオンを有するイオン液体、並びに非環式４級アン
モニウムカチオン及び当該非環式４級アンモニウムカチオンに対するアニオンを有するイ
オン液体などである。この場合、本発明の一態様に係る非水溶媒には、化合物構造が異な
る第１のイオン液体及び第２のイオン液体を含まれることになり、第２のイオン液体が凝
固点降下剤として機能するといえる。
【００４２】
　なお、本発明の一態様に係る非水溶媒において、上記イオン液体と凝固点降下剤の混合
比は、用いるイオン液体の種類及び凝固点降下剤の種類又は作製する電解液に必要な特性
（粘度及びイオン導電性など）を考慮し、適宜選択すればよい。
【００４３】
　また、本発明の一態様に係る非水溶媒は、一般式（Ｇ３）で表され、化合物構造が異な
る第１のイオン液体及び第２のイオン液体を含んでいてもよい。この場合、第２のイオン
液体が凝固点降下剤として機能するといえる。
【００４４】
　さらに、凝固点降下剤としては、一般式（Ｇ４）で表されるイオン液体であってもよい
。この場合、本発明の一態様に係る非水溶媒は、一般式（Ｇ３）で表されるイオン液体を
第１のイオン液体として、一般式（Ｇ４）で表されるイオン液体を第２のイオン液体とし
て含み、第２のイオン液体が凝固点降下剤として機能するといえる。
【００４５】
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【００４６】
　一般式（Ｇ４）中において、Ｒ１～Ｒ４は、それぞれ独立に、水素原子、又は炭素数が
１～２０のアルキル基、メトキシ基、メトキシメチル基、若しくはメトキシエチル基のい
ずれかを表し、Ｒ５及びＲ６は、それぞれ独立に、炭素数が１～４のアルキル基のいずれ
かを表し、Ａ２

－は、１価のイミドアニオン、１価のメチドアニオン、パーフルオロアル
キルスルホン酸アニオン、テトラフルオロボレート（ＢＦ４

－）、又はヘキサフルオロホ
スフェート（ＰＦ６

－）のいずれかを表す。
【００４７】
　ここで、蓄電装置に含まれる電解液（特に電解液に含まれている非水溶媒）の耐還元性
及び耐酸化性について記載する。蓄電装置に含まれる電解液（特に電解液に含まれている
非水溶媒）は、耐還元性及び耐酸化性に優れていることが好ましい。耐還元性（還元安定
性ともいう）が低い場合、負極から電子を受け取り、電解液に含まれるイオン液体は還元
されて分解に至る。その結果、蓄電装置の特性劣化に繋がる。また、イオン液体の還元は
、イオン液体が負極から電子を受容することである。それゆえ、イオン液体のうち、特に
正電荷を有するカチオンが電子を受容し難くすることで、イオン液体の還元電位を低電位
化させることができる。
【００４８】
　そこで、本発明の一態様に係る非水溶媒に含まれるイオン液体（第１のイオン液体）は
、凝固点降下剤より少なくとも耐還元性に優れていることが好ましい。詳細には、当該イ
オン液体（第１のイオン液体）は、電子供与性の置換基を複数有することが好ましい。こ
れは、電子供与性の置換基により誘起効果が生じ、電子供与性の置換基の数が増えるにつ
れて、イオン液体（第１のイオン液体）の脂環式４級アンモニウムカチオンにおける電気
的な偏りが緩和されるために、電子の受容を困難にし、イオン液体の耐還元性が向上する
傾向を有するからである。
【００４９】
　さらに、本発明の一態様に係る非水溶媒に含まれるイオン液体の還元電位は、代表的な
低電位負極材料であるリチウムの酸化還元電位（Ｌｉ／Ｌｉ＋）より低いことが好ましい
。
【００５０】
　しかし、電子供与性の置換基の数が増えるにつれて、イオン液体の粘度も増大する傾向
を有する。
【００５１】
　それゆえ、本発明の一態様に係る非水溶媒に含まれる凝固点降下剤は、イオン液体より
粘度が低いことが好ましい。特に、凝固点降下剤をイオン液体とする場合（つまり、当該
非水溶媒として第１のイオン液体及び第２のイオン液体を含む場合）、第２のイオン液体
の粘度は、第１のイオン液体の粘度より低い方が好ましい。例えば、一般式（Ｇ４）で表
されるイオン液体であれば、一般式（Ｇ４）中のＲ１～Ｒ５を炭素数１～２０のアルキル
基とした場合、炭素数は小さい（例えば炭素数１～４）方が、合成するイオン液体の粘度
を低くすることができる。このようにすることで、耐還元性を向上させると共に、電解液
（特に含まれている非水溶媒）の粘度を、第１のイオン液体の粘度より低下させることが
でき、蓄電装置の電解液（特に含まれている非水溶媒）として好適である。これは、蓄電
装置の電解液の粘度が低いほど、当該蓄電装置のレート特性を向上させることができるか
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らである。なお、当該アルキル基の炭素数は小さい方が、イオン液体の脂環式４級アンモ
ニウムカチオンの合成を容易にすることができる。
【００５２】
　さらに、第１のイオン液体及び第２のイオン液体の混合比は、作製する電解液に必要な
特性（粘度及びイオン導電性など）を考慮し、適宜選択すればよい。
【００５３】
　また、イオン液体の酸化電位は、アニオン種によって変化する。そこで、酸化電位が高
電位化したイオン液体を実現するために、本発明の一態様に係る非水溶媒に含まれるイオ
ン液体のアニオンを、（ＣｎＦ２ｎ＋１ＳＯ２）２Ｎ－（ｎ＝０～３）、ＣＦ２（ＣＦ２

ＳＯ２）２Ｎ－又は（ＣｍＦ２ｍ＋１ＳＯ３）－（ｍ＝０～４）から選択した１価のアニ
オンとすることが好ましい。なお、酸化電位を高電位化することは、耐酸化性（酸化安定
性ともいう）が向上することを意味する。なお、耐酸化性の向上は、電子供与性の置換基
を有することで電気的な偏りが緩和したカチオンと、上記したアニオンとの相互作用によ
るものである。
【００５４】
　本発明の一態様に係る非水溶媒において、望ましい一形態は、電子供与性の置換基を多
く有し、耐還元性及び耐酸化性は優れているが粘度の高い第１のイオン液体と、第１のイ
オン液体より耐還元性は劣っても粘度が低い第２のイオン液体を含む非水溶媒といえる。
【００５５】
　以上の説明において、本実施の一態様に係る非水溶媒に含まれるイオン液体及び凝固点
降下剤は、共に一種であるとしたが、当該イオン液体は異なる化合物構造を有する二種以
上のものであってもよい。さらに、当該凝固点降下剤においても、異なる化合物構造を有
する二種以上のものであってもよい。
【００５６】
　以上より、本発明の一態様に係る非水溶媒は、耐還元性及び耐酸化性が向上すること、
換言すると、酸化還元の電位窓を拡大することで、電解液に当該非水溶媒を含む蓄電装置
において、正極材料及び負極材料の選択肢を多くすることができ、選択した正極材料及び
負極材料に対して安定となる。その結果、信頼性に優れた蓄電装置を実現することができ
る。
【００５７】
　また、蓄電装置におけるエネルギー密度は、正極材料の酸化電位と、負極材料の還元電
位との差に起因していることから、本発明の一態様に係る非水溶媒のように、酸化還元の
電位窓が広い非水溶媒を用いることで、より低電位な負極材料及びより高電位な正極材料
を選択することができるようになり、エネルギー密度の高い蓄電装置を実現することがで
きる。
【００５８】
　また、本実施の形態は、他の実施の形態に記載した構成と適宜組み合わせて実施するこ
とが可能である。
【００５９】
（実施の形態２）
　本実施の形態では、実施の形態１に記載した非水溶媒の詳細を説明する。本実施の形態
に記載の非水溶媒は、少なくとも一般式（Ｇ１）で表されるイオン液体と、凝固点降下剤
を含む非水溶媒である。
【００６０】
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【００６１】
　一般式（Ｇ１）中において、Ｒ１～Ｒ５は、それぞれ独立に、水素原子、又は炭素数が
１～２０のアルキル基、メトキシ基、メトキシメチル基、若しくはメトキシエチル基のい
ずれかを表し、Ａ１

－は、１価のイミドアニオン、１価のメチドアニオン、パーフルオロ
アルキルスルホン酸アニオン、テトラフルオロボレート、又はヘキサフルオロホスフェー
トのいずれかを表す。
【００６２】
　一般式（Ｇ１）は、実施の形態１で記載した一般式（Ｇ３）において、Ｒ６及びＲ７が
メチル基及びプロピル基である以外は、一般式（Ｇ３）と同じである。
【００６３】
　また、本実施の形態に記載の非水溶媒は、実施の形態１と同様に凝固点降下剤を含んで
いる。それゆえ、当該非水溶媒は、一般式（Ｇ１）で表されるイオン液体のみを含む非水
溶媒に比べて凝固点は低い。つまり、当該非水溶媒は、常温より低温下においても凝固す
ることなく電解液の非水溶媒として機能するため、幅広い温度範囲で機能する電解液を実
現できる。従って、当該非水溶媒を電解液として含む蓄電装置は、幅広い温度範囲で動作
が可能となる。
【００６４】
　実施の形態１の記載と同様に、イオン液体の脂環式４級アンモニウムカチオンの脂肪族
環が１以上の電子供与性の置換基を有することで、当該イオン液体の還元電位を低電位化
させることができる。従って、当該イオン液体を耐還元性が向上したイオン液体とするこ
とができる。
【００６５】
　電子供与性の置換基の一例としては、炭素数１～２０のアルキル基、メトキシ基、メト
キシメチル基、又はメトキシエチル基などがある。当該アルキル基は、直鎖状又は分岐鎖
状のどちらであってもよい。なお、当該置換基は、これらに限るものではなく、さらには
電子供与性の置換基に限るものでもない。
【００６６】
　ここで、本発明の一態様に係るイオン液体において、電子供与性を有する置換基との相
互作用で還元電位が低電位化する（耐還元性の向上する）ことを下記計算結果にて示す。
【００６７】
　一般式（Ｇ１）において、Ｒ１～Ｒ５の置換基をメチル基とし、下記構造式（α－１）
乃至構造式（α－９）で表される９種類のイオン液体の脂環式４級アンモニウムカチオン
について、量子化学計算から算出した最低空軌道準位（ＬＵＭＯ準位）を表１に示す。ま
た、蓄電装置の負極として用いられるリチウムの酸化還元電位と同程度の還元電位を有す
るイオン液体であり、下記構造式（α－１０）で表される（Ｎ－メチル－Ｎ－プロピルピ
ペリジニウム）カチオンの最低空軌道準位（ＬＵＭＯ準位）についても、比較例として表
１に示す。
【００６８】
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【表１】

【００７０】
　本発明の一態様に係るイオン液体の脂環式４級アンモニウムカチオン、及び（Ｎ－メチ
ル－Ｎ－プロピルピペリジニウム）カチオンについて、本実施の形態における量子化学計
算は、基底状態、三重項状態における最適分子構造を、密度汎関数法（ＤＦＴ）を用いて
計算している。ＤＦＴの全エネルギーはポテンシャルエネルギー、電子間静電エネルギー
、電子の運動エネルギーと複雑な電子間の相互作用を全て含む交換相関エネルギーの和で
表される。ＤＦＴでは、交換相関相互作用を電子密度で表現された一電子ポテンシャルの
汎関数（関数の関数の意）で近似しているため、計算は高速且つ高精度である。ここでは
、混合汎関数であるＢ３ＬＹＰを用いて、交換と相関エネルギーに係る各パラメータの重
みを規定している。また、基底関数として、６－３１１（それぞれの原子価軌道に三つの
短縮関数を用いたｔｒｉｐｌｅ　ｓｐｌｉｔ　ｖａｌｅｎｃｅ基底系の基底関数）を全て
の原子に適用している。上述の基底関数により、例えば、水素原子であれば、１ｓ～３ｓ
の軌道が考慮され、また、炭素原子であれば、１ｓ～４ｓ、２ｐ～４ｐの軌道が考慮され
ることになる。さらに、計算精度向上のため、分極基底系として、水素原子にはｐ関数を
、水素原子以外にはｄ関数を加えている。
【００７１】
　なお、量子化学計算プログラムとしては、Ｇａｕｓｓｉａｎ０９を使用した。計算は、
ハイパフォーマンスコンピュータ（ＳＧＩ社製、Ａｌｔｉｘ４７００）を用いて行った。
なお、構造式（α－１）乃至構造式（α－１０）で表される全てのカチオンにおいて、本
量子化学計算は、最安定構造及び真空中として行った。
【００７２】
　イオン液体を蓄電装置における電解液の非水溶媒とする場合、本発明の一態様に係るイ
オン液体の耐還元性は、当該イオン液体の脂環式４級アンモニウムカチオンにおける負極
からの電子受容の程度に起因している。
【００７３】
　例えば、脂環式４級アンモニウムカチオンのＬＵＭＯ準位が負極材料の伝導帯よりも高
い場合、該カチオンを有するイオン液体は還元されないことになる。代表的な低電位負極
材料であるリチウムの酸化還元電位と同程度の還元電位を有する（Ｎ－メチル－Ｎ－プロ
ピルピペリジニウム）カチオンのＬＵＭＯ準位と比較することで、リチウムに対するカチ
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オンの耐還元性を相対的に評価することができる。つまり、本発明の一態様に係るイオン
液体の脂環式４級アンモニウムカチオンのＬＵＭＯ準位が、（Ｎ－メチル－Ｎ－プロピル
ピペリジニウム）カチオンのＬＵＭＯ準位より高ければ、本発明の一態様に係るイオン液
体は、耐還元性に優れているといえる。
【００７４】
　構造式（α－１０）で表される比較例の（Ｎ－メチル－Ｎ－プロピルピペリジニウム）
カチオンのＬＵＭＯ準位は、－３．２４４ｅＶであるが、本発明の一態様に係るイオン液
体の脂環式４級アンモニウムカチオンのＬＵＭＯ準位は、全てのカチオンにおいても－３
．２４４ｅＶより高い。ゆえに、本発明の一態様に係るイオン液体は、耐還元性に優れて
いる。そして、この耐還元性の向上は、脂環式４級アンモニウムカチオンの炭素水素環に
電子供与性の置換基を導入することによる効果である。
【００７５】
　なお、一般式（Ｇ１）中のＲ１～Ｒ５を炭素数１～２０のアルキル基とした場合、炭素
数は小さい（例えば炭素数１～４）方が、合成するイオン液体の粘度を低くすることがで
きるため、蓄電装置の電解液（特に含まれている非水溶媒）として好適である。これは、
蓄電装置の電解液の粘度が低いほど、当該蓄電装置のレート特性を向上させることができ
るからである。さらに、脂環式４級アンモニウムカチオンの合成を容易にするため、当該
アルキル基の炭素数は小さい方が好ましい。
【００７６】
　イオン液体におけるアニオンは、１価のイミドアニオン、１価のメチドアニオン、パー
フルオロアルキルスルホン酸アニオン、テトラフルオロボレート（ＢＦ４

－）又はヘキサ
フルオロホスフェート（ＰＦ６

－）である。例えば、１価のイミドアニオンとしては、（
ＣｎＦ２ｎ＋１ＳＯ２）２Ｎ－（ｎ＝０～３）、又はＣＦ２（ＣＦ２ＳＯ２）２Ｎ－など
がある。１価のメチドアニオンとしては、（ＣｎＦ２ｎ＋１ＳＯ２）２Ｃ－（ｎ＝０～３
）、又はＣＦ２（ＣＦ２ＳＯ２）２Ｃ－などがある。パーフルオロアルキルスルホン酸ア
ニオンとしては、（ＣｍＦ２ｍ＋１ＳＯ３）－（ｍ＝０～４）などがある。
【００７７】
　本実施の形態に記載の非水溶媒に含まれる凝固点降下剤は、一般式（Ｇ１）で表される
イオン液体に加えて、当該イオン液体の凝固点を降下させることができる物質（例えば、
有機塩又は無機塩）とする。実施の形態１と同様に、当該凝固点降下剤はイオン液体とす
ることが好ましい。例えば、脂肪族炭素環又は芳香族炭素環を有する環式４級アンモニウ
ムカチオンと、当該環式４級アンモニウムカチオンに対するアニオンを有するイオン液体
、及び非環式４級アンモニウムカチオンと、当該非環式４級アンモニウムカチオンに対す
るアニオンを有するイオン液体などである。この場合、本発明の一態様に係る非水溶媒に
は、化合物構造が異なる第１のイオン液体及び第２のイオン液体を含まれることになり、
第２のイオン液体が凝固点降下剤として機能するといえる。
【００７８】
　なお、本実施の形態に記載の非水溶媒において、一般式（Ｇ１）で表されるイオン液体
と凝固点降下剤の混合比は、当該イオン液体の種類及び凝固点降下剤の種類又は作製する
電解液に必要な特性（粘度及びイオン導電性など）を考慮し、適宜選択すればよい。
【００７９】
　本実施の形態に記載の非水溶媒は、一般式（Ｇ１）で表され、化合物構造が異なる第１
のイオン液体及び第２のイオン液体を含んでいてもよい。この場合、第２のイオン液体が
凝固点降下剤として機能するといえる。
【００８０】
　さらに、凝固点降下剤としては、一般式（Ｇ２）で表されるイオン液体であってもよい
。この場合、本実施の形態に記載の非水溶媒は、一般式（Ｇ１）で表されるイオン液体を
第１のイオン液体として、一般式（Ｇ２）で表されるイオン液体を第２のイオン液体とし
て含み、第２のイオン液体が凝固点降下剤として機能するといえる。
【００８１】
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【化７】

【００８２】
　一般式（Ｇ２）中において、Ｒ１～Ｒ４は、それぞれ独立に、水素原子、又は炭素数が
１～２０のアルキル基、メトキシ基、メトキシメチル基、若しくはメトキシエチル基のい
ずれかを表し、Ａ２

－は、１価のイミドアニオン、１価のメチドアニオン、パーフルオロ
アルキルスルホン酸アニオン、テトラフルオロボレート（ＢＦ４

－）、又はヘキサフルオ
ロホスフェート（ＰＦ６

－）のいずれかを表す。
【００８３】
　実施の形態１で記載したように、蓄電装置に含まれる電解液（特に含まれている非水溶
媒）は、耐還元性及び耐酸化性に優れること（つまり電位窓が広いこと）が好ましい。電
解液（特に含まれている非水溶媒）に含まれるイオン液体の耐還元性が低いと、実施の形
態１に記載したようにイオン液体の分解及び蓄電装置の特性劣化に繋がる。そこで、イオ
ン液体のうち、特に正電荷を有するカチオンが電子を受容し難くすることで、イオン液体
の還元電位を低電位化させることができる。
【００８４】
　そこで、本実施の形態に記載の非水溶媒おいても、当該非水溶媒に含まれるイオン液体
（第１のイオン液体）は、凝固点降下剤より少なくとも耐還元性に優れていることが好ま
しい。詳細には、当該イオン液体（第１のイオン液体）は、電子供与性の置換基を複数有
することが好ましい。これは、当該イオン液体において、実施の形態１で記載のように電
子供与性の置換基の数が増えるにつれて、イオン液体の耐還元性が向上する傾向を有する
からである。
【００８５】
　さらに、本発明の一態様に係る非水溶媒に含まれるイオン液体の還元電位は、代表的な
低電位負極材料であるリチウムの酸化還元電位（Ｌｉ／Ｌｉ＋）より低いことが好ましい
。
【００８６】
　しかし、電子供与性の置換基の数が増えるにつれて、イオン液体の粘度も増大する傾向
を有する。
【００８７】
　それゆえ、本実施の形態に記載の非水溶媒おいても、当該非水溶媒に含まれる凝固点降
下剤は、イオン液体より粘度が低いことが好ましい。特に、凝固点降下剤をイオン液体と
する場合（つまり、当該非水溶媒として第１のイオン液体及び第２のイオン液体を含む場
合）、第２のイオン液体の粘度は、第１のイオン液体の粘度より低い方が好ましい。例え
ば、一般式（Ｇ２）で表されるイオン液体であれば、一般式（Ｇ２）中のＲ１～Ｒ５を炭
素数１～２０のアルキル基とした場合、炭素数は小さい（例えば炭素数１～４）方が、合
成するイオン液体の粘度を低くすることができる。このようにすることで、耐還元性を向
上させると共に、電解液（特に含まれている非水溶媒）の粘度を、第１のイオン液体の粘
度より低下させることができ、蓄電装置の電解液（特に含まれている非水溶媒）として好
適なものにすることができる。なお、当該アルキル基の炭素数は小さい方が、イオン液体
の脂環式４級アンモニウムカチオンの合成を容易にすることができる。
【００８８】
　さらに、第１のイオン液体及び第２のイオン液体の混合比は、作製する電解液に必要な
特性（粘度及びイオン導電性など）を考慮し、適宜選択すればよい。
【００８９】
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　また、イオン液体の酸化電位は、アニオン種によって変化する。実施の形態１で記載し
たように、本実施の形態に記載の非水溶媒に含まれるイオン液体のアニオンは、（ＣｎＦ

２ｎ＋１ＳＯ２）２Ｎ－（ｎ＝０～３）、ＣＦ２（ＣＦ２ＳＯ２）２Ｎ－、又は（ＣｍＦ

２ｍ＋１ＳＯ３）－（ｍ＝０～４）から選択した１価のアニオンとすることで、当該イオ
ン液体の酸化電位を高電位化させること（耐酸化性を向上させること）ができるため好ま
しい。
【００９０】
　ここで、一般式（Ｇ１）で表されるイオン液体を第１のイオン液体とし、一般式（Ｇ２
）で表されるイオン液体を第２のイオン液体とする場合、一般式（Ｇ１）で表されるイオ
ン液体の置換基の数に応じて表記した一般式（Ｇ５）～一般式（Ｇ２２）を以下に示す。
一般式（Ｇ５）～一般式（Ｇ２２）中において、Ｒ１～Ｒ５として適用できる置換基及び
Ａ１

－として適用できるアニオンは、一般式（Ｇ１）と同様である。なお、当該具体例は
、以下の一般式（Ｇ５）～一般式（Ｇ２２）に限定されない。
【００９１】

【化８】

【００９２】
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【００９３】
　また、一般式（Ｇ２）で表されるイオン液体について、有する置換基の数に応じた具体
例である一般式（Ｇ２３）～一般式（Ｇ３１）を以下に示す。一般式（Ｇ２３）～一般式
（Ｇ３１）中において、Ｒ１～Ｒ４として適用できる置換基及びＡ２

－として適用できる
アニオンは、一般式（Ｇ２）と同様である。なお、当該具体例は、以下の一般式（Ｇ２３
）～一般式（Ｇ３１）に限定されない。
【００９４】
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【化１０】

【００９５】
　また、本実施の形態に記載の非水溶媒において、望ましい一形態は、電子供与性の置換
基を多く有し、耐還元性及び耐酸化性は優れているが粘度の高い第１のイオン液体と、第
１のイオン液体より耐還元性は劣っても粘度が低い第２のイオン液体を含む非水溶媒とい
える。
【００９６】
　以上の説明において、本実施の形態に記載の非水溶媒に含まれるイオン液体及び凝固点
降下剤は、共に一種であるとしたが、当該イオン液体は異なる化合物構造を有する二種以
上のものであってもよい。さらに、当該凝固点降下剤においても、異なる化合物構造を有
する二種以上のものであってもよい。
【００９７】
　例えば、上記した一般式（Ｇ５）～一般式（Ｇ２２）のうちから１以上選択され、上記
した一般式（Ｇ２３）～一般式（Ｇ３１）のうちから１以上を選択された混合物は、本実
施の形態に記載の非水溶媒の一形態である。
【００９８】
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　以上より、本実施の形態に記載の非水溶媒は、耐還元性及び耐酸化性が向上すること、
換言すると、酸化還元の電位窓を拡大することで、当該非水溶媒を含む蓄電装置において
、正極材料及び負極材料の選択肢を多くすることができ、選択した正極材料及び負極材料
に対して安定となる。その結果、信頼性に優れた蓄電装置を実現することができる。
【００９９】
　また、蓄電装置におけるエネルギー密度は、正極材料の酸化電位と、負極材料の還元電
位との差に起因していることから、本実施の形態に記載の非水溶媒のように、酸化還元の
電位窓が広い非水溶媒を用いることで、低電位負極材料、及び高電位正極材料を選択する
ことができるようになり、エネルギー密度の高い蓄電装置を実現することができる。
【０１００】
〈一般式（Ｇ１）で表されるイオン液体の合成方法〉
　ここで、本実施の形態に記載のイオン液体の合成方法について説明する。本実施の形態
に記載のイオン液体の合成方法としては、種々の反応を適用することができる。例えば、
以下に示す合成方法によって、一般式（Ｇ１）で表されるイオン液体を合成することがで
きる。ここでは一例として、合成スキーム（Ｓ－１）を参照して説明する。なお、本実施
の形態に記載のイオン液体の合成方法は、以下の合成方法に限定されない。
【０１０１】
【化１１】

【０１０２】
　上記スキーム（Ｓ－１）において、一般式（β－１）から一般式（β－２）の反応は、
ヒドリド存在下で、アミン化合物とカルボニル化合物から、アミンのアルキル化を行う反
応である。例えば、過剰のギ酸を用いることで、ヒドリド源とすることができる。ここで
は、カルボニル化合物としてＣＨ２Ｏを用いている。
【０１０３】
　上記スキーム（Ｓ－１）において、一般式（β－２）から一般式（β－３）の反応は、
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３級アミン化合物とハロゲン化アルキル化合物とで、アルキル化を行い、４級アンモニウ
ム塩を合成する反応である。ここでは、ハロゲン化アルキル化合物としてプロパンハライ
ドを用いている。Ｘはハロゲンであり、反応性の高さから、好ましくは臭素又はヨウ素と
し、より好ましくはヨウ素とする。
【０１０４】
　一般式（β－３）で表される４級アンモニウム塩と、Ａ１

－を含む所望の金属塩とでイ
オン交換をさせることにより、一般式（Ｇ１）で表されるイオン液体を得ることができる
。当該金属塩としては、例えば、リチウム金属塩を用いることができる。
【０１０５】
〈一般式（Ｇ２）で表されるイオン液体の合成方法〉
　次に、一般式（Ｇ２）で表されるイオン液体も種々の反応を適用することができる。こ
こでは一例として、合成スキーム（Ｓ－２）を参照して説明する。なお、本実施の形態に
記載のイオン液体の合成方法は、以下の合成方法に限定されない。
【０１０６】

【化１２】

【０１０７】
　上記スキーム（Ｓ―２）において、一般式（β－４）から一般式（β－５）の反応は、
トリアルキルホスフィン等の三置換ホスフィンとハロゲン源を用いたハロゲン化を経由す
るアミノアルコールの閉環反応である。ＰＲ’は、三置換ホスフィンを表し、Ｘ１はハロ
ゲン源を表す。ハロゲン源には、四塩化炭素、四臭化炭素、ヨウ素、ヨードメタン等を用
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いることができる。ここでは、三置換ホスフィンとしてトリフェニルホスフィン、ハロゲ
ン源に四塩化炭素を用いている。
【０１０８】
　上記スキーム（Ｓ－２）において、一般式（β－５）から一般式（β－６）の反応は、
ヒドリド存在下で、アミン化合物とカルボニル化合物から、アミンのアルキル化を行う反
応である。例えば、過剰のギ酸を用いることで、ヒドリド源とすることができる。ここで
は、カルボニル化合物としてＣＨ２Ｏを用いている。
【０１０９】
　上記スキーム（Ｓ－２）において、一般式（β－６）から一般式（β－７）の反応は、
３級アミン化合物とハロゲン化アルキル化合物とで、アルキル化を行い、四級アンモニウ
ム塩を合成する反応である。ここでは、ハロゲン化アルキル化合物としてプロパンハライ
ドを用いている。また、Ｘ２はハロゲンを表す。ハロゲンとしては、反応性の高さから、
臭素又はヨウ素が好ましく、ヨウ素がより好ましい。
【０１１０】
　一般式（β－７）で表される四級アンモニウム塩と、Ａ２

－を含む所望の金属塩とでイ
オン交換をさせることにより、一般式（Ｇ２）で表されるイオン液体を得ることができる
。当該金属塩としては、例えば、リチウム金属塩を用いることができる。
【０１１１】
　また、本実施の形態は、他の実施の形態に記載した構成と適宜組み合わせて実施するこ
とが可能である。
【０１１２】
（実施の形態３）
　本実施の形態では、本発明の一態様に係る非水溶媒を用いた蓄電装置について説明する
。
【０１１３】
　本発明の一態様に係る蓄電装置は、少なくとも、正極、負極、セパレータ、電解液で構
成される。当該電解液は、先の実施の形態に記載した非水溶媒及び電解質塩を含む。そし
て、当該電解質塩は、キャリアイオンであるアルカリ金属イオン、アルカリ土類金属イオ
ン、ベリリウムイオン、又はマグネシウムイオンを含む電解質塩であればよい。アルカリ
金属イオンとしては、例えば、リチウムイオン、ナトリウムイオン、又はカリウムイオン
がある。アルカリ土類金属イオンとしては、例えばカルシウムイオン、ストロンチウムイ
オン、又はバリウムイオンがある。本実施の形態において、当該電解質塩は、リチウムイ
オンを含んだ電解質塩（以下、含リチウム電解質塩という）とする。
【０１１４】
　上記構成とすることで、リチウムイオン二次電池又はリチウムイオンキャパシタとする
ことができる。また、上記構成において、電解質塩を用いずに、本発明の一態様に係るイ
オン液体のみを電解液として用いることで、電気二重層キャパシタとすることができる。
【０１１５】
　本実施の形態では、先の実施の形態に記載したイオン液体及び含リチウム電解質塩を含
む電解液を用いた蓄電装置と、その作製方法について図１を用いて説明する。以下、蓄電
装置の一例として、リチウムイオン二次電池の場合について説明する。
【０１１６】
　図１（Ａ）に蓄電装置１００の構造の例を示す。蓄電装置１００は、正極集電体１０１
及び正極活物質層１０２を有する正極１０３と、負極集電体１０４及び負極活物質層１０
５を有する負極１０６を有する。また、蓄電装置１００は、正極１０３及び負極１０６と
の間にセパレータ１０８を有し、正極１０３、負極１０６、セパレータ１０８を筐体１０
９中に設置し、筐体１０９中に電解液１０７を有する蓄電装置である。
【０１１７】
　正極集電体１０１には、例えば導電材料などを用いることができ、導電材料としては、
例えばアルミニウム（Ａｌ）、銅（Ｃｕ）、ニッケル（Ｎｉ）、又はチタン（Ｔｉ）を用
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いることができる。また、正極集電体１０１としては、上記導電材料のうち複数からなる
合金材料を用いることもでき、合金材料としては、例えばＡｌ－Ｎｉ合金、又はＡｌ－Ｃ
ｕ合金などを用いることもできる。また、別途基板上に成膜することにより設けられた導
電層を剥離して正極集電体１０１として用いることもできる。
【０１１８】
　正極活物質層１０２としては、例えばキャリアとなるイオン及び遷移金属を含む材料を
用いることができる。キャリアとなるイオン及び遷移金属を含む材料としては、例えば、
一般式ＡｈＭｉＰＯｊ（ｈ＞０、ｉ＞０、ｊ＞０）で表される材料を用いることができる
。ここでＡは、例えば、リチウム、ナトリウム若しくはカリウムなどのアルカリ金属、又
はカルシウム、ストロンチウム若しくはバリウムなどのアルカリ土類金属、ベリリウム、
又はマグネシウムである。Ｍは、例えば、鉄、ニッケル、マンガン若しくはコバルトなど
の遷移金属である。一般式ＡｈＭｉＰＯｊ（ｈ＞０、ｉ＞０、ｊ＞０）で表される材料と
しては、例えばリン酸鉄リチウム、リン酸鉄ナトリウムなどが挙げられる。Ａで表される
材料及びＭで表される材料は、上記のいずれか一又は複数を選択すればよい。
【０１１９】
　又は、一般式ＡｈＭｉＯｊ（ｈ＞０、ｉ＞０、ｊ＞０）で表される材料を用いることが
できる。ここでＡは、例えば、リチウム、ナトリウム、若しくはカリウムなどのアルカリ
金属、カルシウム、ストロンチウム若しくはバリウムなどのアルカリ土類金属、ベリリウ
ム、又はマグネシウムである。Ｍは、例えば、鉄、ニッケル、マンガン、若しくはコバル
トなどの遷移金属である。一般式ＡｈＭｉＯｊ（ｈ＞０、ｉ＞０、ｊ＞０）で表される材
料としては、例えばコバルト酸リチウム、マンガン酸リチウム又はニッケル酸リチウムな
どが挙げられる。Ａで表される材料及びＭで表される材料は、上記のいずれか一又は複数
を選択すればよい。
【０１２０】
　本実施の形態では、リチウムイオン二次電池であるため、正極活物質層１０２は、リチ
ウムを含む材料を選択することがよい。つまり、上記一般式ＡｈＭｉＰＯｊ（ｈ＞０、ｉ
＞０、ｊ＞０）、又は一般式ＡｈＭｉＯｊ（ｈ＞０、ｉ＞０、ｊ＞０）におけるＡを、リ
チウムとする。
【０１２１】
　また、正極活物質層１０２は、正極活物質材料と導電助剤（例えばアセチレンブラック
（ＡＢ））やバインダ（例えばポリフッ化ビニリデン（ＰＶＤＦ））などを混合させてペ
ースト化して正極集電体１０１上に塗布して形成したものを用いてもよいし、スパッタリ
ング法により形成したものを用いてもよい。
【０１２２】
　なお、導電助剤としては、蓄電装置中で化学変化を起こさない電子伝導性材料であれば
よい。例えば、黒鉛、炭素繊維などの炭素系材料、銅、ニッケル、アルミニウム若しくは
銀などの金属材料又はこれらの混合物の粉末や繊維などを用いることができる。
【０１２３】
　バインダとしては、澱粉、カルボキシメチルセルロース、ヒドロキシプロピルセルロー
ス、再生セルロース、又はジアセチルセルロースなどの多糖類があり、他には、ポリビニ
ルクロリド、ポリビニルピロリドン、ポリテトラフルオロエチレン、ポリフッ化ビニリデ
ン、ポリエチレン、ポリプロピレン、ＥＰＤＭ（Ｅｔｈｙｌｅｎｅ　Ｐｒｏｐｙｌｅｎｅ
　Ｄｉｅｎｅ　Ｍｏｎｏｍｅｒ）、スルホン化ＥＰＤＭ、スチレンブタジエンゴム、ブタ
ジエンゴム、フッ素ゴムなどのビニルポリマー、ポリエチレンオキシドなどのポリエーテ
ルなどがある。
【０１２４】
　また、正極活物質層１０２は、導電助剤及びバインダの代わりにグラフェン又は多層グ
ラフェンを混合させてペースト化させてもよい。なお、本明細書において、グラフェンと
は、ｓｐ２結合を有する１原子層の炭素分子のシートのことをいう。また、多層グラフェ
ンとは、２乃至１００枚のグラフェンが積み重なっているものであり、グラフェン又は多
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層グラフェンには、水素と炭素以外の元素の比率を１５原子％以下、あるいは炭素以外の
元素の比率を３０原子％以下とすることが好ましい。なお、グラフェン又は多層グラフェ
ンは、カリウムなどのアルカリ金属が添加されたものでもよい。
【０１２５】
　このように、導電助剤及びバインダの代わりにグラフェン又は多層グラフェンを用いる
ことで、正極１０３中の導電助剤及びバインダの含有量を低減させることできる。つまり
、正極１０３の重量を低減させることができ、結果として、電極の重量あたりにおけるリ
チウムイオン二次電池の容量を増大させることができる。
【０１２６】
　なお、厳密には「活物質」とは、キャリアであるイオンの挿入及び脱離に関わる物質の
みを指す。ただし本明細書では、塗布法を用いて正極活物質層１０２を形成した場合、便
宜上、正極活物質層１０２の材料、すなわち、本来「正極活物質」である物質に、導電助
剤やバインダなどを含めて正極活物質層１０２と呼ぶこととする。
【０１２７】
　負極集電体１０４には、銅（Ｃｕ）、アルミニウム（Ａｌ）、ニッケル（Ｎｉ）、チタ
ン（Ｔｉ）等の単体又はこれらの化合物を用いることができる。
【０１２８】
　負極活物質層１０５には、リチウムの溶解・析出又はリチウムイオンのドープ・脱ドー
プが可能であれば特に限定されるものではなく、リチウム金属、炭素系材料、シリコン、
シリコン合金、スズなどがある。リチウムイオンの挿入及び脱離が可能な炭素としては、
粉末状若しくは繊維状の黒鉛、又はグラファイト等の黒鉛系炭素を用いることができる。
【０１２９】
　なお、負極活物質層１０５にリチウムをプレドープしてもよい。リチウムのプレドープ
方法としては、スパッタリング法により負極活物質層１０５表面にリチウム層を形成すれ
ばよい。又は、負極活物質層１０５の表面にリチウム箔を設けることでも、負極活物質層
１０５にリチウムをプレドープすることができる。
【０１３０】
　また、負極活物質層１０５の表面をグラフェン又は多層グラフェンで形成してもよい。
このようにすることで、リチウムの溶解・析出又はリチウムイオンのドープ・脱ドープに
よって生じる負極活物質層１０５の膨張及び収縮が与える影響（負極活物質層１０５の微
粉化及び負極活物質層１０５の剥離）を抑制することができる。なお、負極活物質層１０
５の表面にグラフェン又は多層グラフェンを形成するには、酸化グラフェンが含まれる溶
液に負極活物質層１０５を設けた負極集電体１０４を浸し、当該溶液を電気泳動すること
で実施できる。また、当該溶液を用いたディップコート法でも実施できる。
【０１３１】
　電解液１０７は、先の実施の形態に記載したイオン液体を非水溶媒とし、電解質塩とし
て、含リチウム電解質塩を用いる。さらに、電解液１０７において、含リチウム電解質塩
を融解させる非水溶媒は、先の実施の形態に記載した非水溶媒だけに限定されるものでは
ない。例えば、先の実施の形態に記載した非水溶媒に、他のイオン液体及び他の非水溶媒
の一方又は双方を混合させた混合溶媒としてもよい。
【０１３２】
　蓄電装置に用いられる電解液は、還元電位が低く且つ酸化電位が高いほど、言い換える
と、酸化還元の電位窓が広いほど、正極及び負極に用いる材料の選択肢を増やすことがで
きる。また、酸化還元の電位窓が広いほど、選択した正極材料及び負極材料に対して安定
となる。広い電位窓を有する本発明の一態様に係るイオン液体を電解液の非水溶媒として
用いることにより、リチウムイオン二次電池の信頼性を向上させることができる。
【０１３３】
　含リチウム電解質塩としては、例えば、塩化リチウム（ＬｉＣｌ）、フッ化リチウム（
ＬｉＦ）、過塩素酸リチウム（ＬｉＣｌＯ４）、硼弗化リチウム（ＬｉＢＦ４）、ＬｉＡ
ｓＦ６、ＬｉＰＦ６、Ｌｉ（ＣＦ３ＳＯ２）２Ｎなどがある。なお、先の実施の形態記載
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した非水溶媒に溶解させる電解質塩は、キャリアイオンを含み、正極活物質層１０２に対
応した電解質塩であればよい。本実施の形態では、正極活物質層１０２にリチウムを含む
材料を用いているため、電解質塩を含リチウム電解質塩としているが、例えば、正極活物
質層１０２にナトリウムを含む材料と用いれば、電解質塩はナトリウムを含む電解質塩と
することが好ましい。なお、先の実施の形態記載した非水溶媒に溶解させる電解質塩を混
合させることによって、凝固点降下が起こるため、電解液１０７は先の実施の形態記載し
た非水溶媒よりさらに凝固点降下する。従って、電解液１０７を含む蓄電装置は、低温環
境下での動作が可能となり、幅広い温度範囲で動作可能である。
【０１３４】
　セパレータ１０８として、紙、不織布、ガラス繊維、あるいは、ナイロン（ポリアミド
）、ビニロン（ポリビニルアルコール系繊維）、ポリエステル、アクリル、ポリオレフィ
ン、ポリウレタンといった合成繊維等を用いればよい。ただし、上記電解液に溶解しない
材料を選ぶ必要がある。
【０１３５】
　より具体的には、セパレータ１０８の材料として、例えば、フッ素系ポリマー、ポリエ
チレンオキシド、ポリプロピレンオキシド等のポリエーテル、ポリエチレン、ポリプロピ
レン等のポリオレフィン、ポリアクリロニトリル、ポリ塩化ビニリデン、ポリメチルメタ
クリレート、ポリメチルアクリレート、ポリビニルアルコール、ポリメタクリロニトリル
、ポリビニルアセテート、ポリビニルピロリドン、ポリエチレンイミン、ポリブタジエン
、ポリスチレン、ポリイソプレン、ポリウレタン系高分子及びこれらの誘導体、セルロー
ス、紙、不織布、ガラス繊維から選ばれる一種を単独で、又は二種以上を組み合せて用い
ることができる。
【０１３６】
　次に、図１（Ａ）と構造が異なる蓄電装置１１０について図１（Ｂ）を参照して説明す
る。図１（Ｂ）に示した蓄電装置１１０は、正極集電体１０１及び正極活物質層１０２を
有する正極１０３と、負極集電体１０４及び負極活物質層１０５を有する負極１０６と、
セパレータ１１１、電解液、及び筐体１０９を有する点においては、蓄電装置１００と同
様である。セパレータ１１１は、正極１０３及び負極１０６との間に設けられ、当該電解
液を含んでいる。
【０１３７】
　図１（Ｂ）における負極集電体１０４、負極活物質層１０５、正極集電体１０１、正極
活物質層１０２は、蓄電装置１００で示したものと同様とすればよい。
【０１３８】
　セパレータ１１１は多孔質膜であることが好ましい。該多孔質膜の材料としては、ガラ
ス繊維、合成樹脂材料又はセラミック材料などを用いればよい。
【０１３９】
　セパレータ１１１に含まれている電解液は、蓄電装置１００で説明した電解液１０７と
同様とすればよい。
【０１４０】
　ここで、本発明の一態様に係る蓄電装置の作製方法について説明する。まず、正極活物
質層１０２を正極集電体１０１上に有する正極１０３の作製方法について説明する。
【０１４１】
　正極集電体１０１及び正極活物質層１０２の材料ついては上記列挙した材料から選択す
る。
【０１４２】
　正極集電体１０１上に、正極活物質層１０２を形成する。また正極活物質層１０２の形
成方法は、塗布法又はスパッタリング法により形成すればよい。正極活物質層１０２を塗
布法によって形成する場合は、正極活物質層１０２の材料に、導電助剤やバインダなどを
混合させてペースト化して正極集電体１０１上に塗布して乾燥させて形成する。正極活物
質層１０２を塗布法により形成した場合、必要に応じて加圧成形するとよい。以上により
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、正極集電体１０１上に正極活物質層１０２が形成された正極１０３が形成される。
【０１４３】
　次に、負極集電体１０４及び負極活物質層１０５を有する負極１０６の作製方法につい
て説明する。
【０１４４】
　負極集電体１０４及び負極活物質層１０５の材料については上記列挙した材料から選択
する。
【０１４５】
　負極集電体１０４上に負極活物質層１０５を形成する。本実施の形態では、リチウム箔
を用いる。先の実施の形態に記載したイオン液体は、耐還元性に優れており、最も低電位
な負極材料のリチウムに対しても安定であるため、該イオン液体を電解液の非水溶媒とす
ることで、高いエネルギー密度を有し、信頼性に優れたリチウムイオン二次電池とするこ
とができる。
【０１４６】
　また、負極活物質層１０５にリチウム箔以外を用いる場合は、正極活物質層１０２と同
様の方法で作製することができる。例えば、負極活物質層１０５にシリコンを用いる場合
には、微結晶シリコンを負極集電体１０４上に形成し、微結晶シリコン中に存在する非結
晶シリコンをエッチングにより除去したものを用いてもよい。微結晶シリコン中に存在す
る非結晶シリコンを除去すると、残った微結晶シリコンの表面積が大きくなる。微結晶シ
リコンの形成方法としては、化学気相成長法や物理気相成長法を用いることができる。例
えば、化学気相成長法としてプラズマＣＶＤ法、物理気相成長法としては、スパッタリン
グ法を用いることができる。なお、負極１０６に導電助剤及びバインダを用いる場合は、
適宜、上記列挙した材料から選択し用いることができる。
【０１４７】
　電解液１０７及びセパレータ１１１に含まれている電解液の作製方法は、先の実施の形
態で記載の方法でイオン液体を合成し、当該イオン液体にキャリアイオンを含む電解質塩
を混合すればよい。本実施の形態では、Ｌｉ（ＣＦ３ＳＯ２）２Ｎを含リチウム電解質塩
とし、当該イオン液体に混合する。
【０１４８】
　次に、図１（Ａ）に示す蓄電装置１００の構成をラミネート型としたときの具体的な構
造の上面図を図２（Ａ）に示す。
【０１４９】
　図２（Ａ）に示すラミネート型蓄電装置２００は、上記に示した正極集電体１０１と正
極活物質層１０２を有する正極１０３と、負極集電体１０４と負極活物質層１０５を有す
る負極１０６を有している。また、図２（Ａ）に示すラミネート型蓄電装置２００は、正
極１０３及び負極１０６との間にセパレータ１０８を有する。つまり、ラミネート型蓄電
装置２００は、正極１０３、負極１０６、セパレータ１０８を筐体１０９中に設置し、筐
体１０９中に電解液１０７を有する蓄電装置である。
【０１５０】
　図２（Ａ）では、下から順に負極集電体１０４、負極活物質層１０５、セパレータ１０
８、正極活物質層１０２、正極集電体１０１が配置されている。負極集電体１０４、負極
活物質層１０５、セパレータ１０８、正極活物質層１０２、正極集電体１０１は、筐体１
０９内に設けられる。また筐体１０９内は電解液１０７で満たされている。
【０１５１】
　図２（Ａ）の正極集電体１０１及び負極集電体１０４は、外部との電気的接触を得る端
子の役割も兼ねている。そのため、正極集電体１０１の一部及び負極集電体１０４の一部
は、筐体１０９から外側に露出するように配置される。
【０１５２】
　なお、ラミネート型蓄電装置２００は、図２（Ａ）に示した構造に限定されるものでは
なく、他の構造を有するものであってもよい。
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【０１５３】
　次に、図１（Ｂ）に示す蓄電装置１１０をボタン型としたときの具体的な構造の斜視図
を図２（Ｂ）に示す。また、図３（Ａ）、（Ｂ）及び図４を用いて、図２（Ｂ）に示すボ
タン型蓄電装置２１０の具体的な構造及びその組み立て方を説明する。
【０１５４】
　図２（Ｂ）に示すボタン型蓄電装置２１０は、正極１０３及び負極１０６との間に設け
られ、電解液を含んでいるセパレータ１１１を有する。
【０１５５】
　まず、第１の筐体２０１を用意する。第１の筐体２０１の底面は円であり、横から見た
形状は長方形である。すなわち、第１の筐体２０１は円柱状の皿であるといえる。また第
１の筐体２０１は、外部と正極１０３を電気的に接続するため導電性材料である必要があ
る。例えば、第１の筐体２０１は、金属材料で形成されていればよい。第１の筐体２０１
の内部に正極集電体１０１及び正極活物質層１０２を有する正極１０３を設ける（図３（
Ａ）参照）。
【０１５６】
　また、第２の筐体２０２を用意する。第２の筐体２０２の底面は円であり、横から見た
形状は上辺より下辺が長い台形状である。すなわち、第２の筐体２０２は、下に行くほど
径が大きくなる円柱状の皿であるといえる。ただし、第２の筐体２０２の径は、第１の筐
体２０１の底面の径よりも小さい。この理由については後述する。
【０１５７】
　また、第２の筐体２０２は、外部と負極１０６を電気的に接続するため導電性材料であ
る必要がある。例えば、第２の筐体２０２は、金属材料で形成されていればよい。第２の
筐体２０２の内部に負極集電体１０４及び負極活物質層１０５を有する負極１０６を設け
る。
【０１５８】
　第１の筐体２０１に設けられた正極１０３の外側を覆うようにして、リング状絶縁体２
０３を設ける（図４参照）。リング状絶縁体２０３は、負極１０６と正極１０３を絶縁す
る機能を有する。また、リング状絶縁体２０３は、絶縁性樹脂を用いて作製されているも
のが好適である。
【０１５９】
　あらかじめ電解液を含ませたセパレータ１１１を介して、図３（Ｂ）に示された負極１
０６が設けられた第２の筐体２０２をリング状絶縁体２０３が設けられた第１の筐体２０
１の内部に設置する（図４参照）。第２の筐体２０２の径は、第１の筐体２０１の底面の
径よりも小さいので、第２の筐体２０２を第１の筐体２０１の内部にはめ込むことができ
る（図４参照）。
【０１６０】
　上述のように、正極１０３及び負極１０６は、リング状絶縁体２０３により絶縁されて
いるために短絡しない。
【０１６１】
　なお、ボタン型蓄電装置２１０は、図２（Ｂ）に示した構造に限定されるものではなく
、他の構造を有するものであってもよい。例えば、スペーサーやワッシャーなどの部材を
適宜用いることができる。
【０１６２】
　図１乃至図４において、リチウムイオン二次電池の構造及び作製方法について説明した
が、本発明の一態様に係る蓄電装置はこれに限定されない。少なくとも正極、負極、セパ
レータ、及び本発明の一態様に係る非水溶媒を用いることでキャパシタとすることができ
る。例えば、当該非水溶媒を電解液として用いる電気二重層キャパシタや、当該非水溶媒
と含リチウム電解質塩を電解液として用いるリチウムイオンキャパシタなどがある。
【０１６３】
　蓄電装置１００、１１０、２００、２１０をリチウムイオンキャパシタとして用いる場
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合、正極活物質層１０２としては、リチウムイオン及びアニオンの一方又は双方を可逆的
に吸着（挿入）・脱離できる材料を用いればよい。正極活物質層１０２及び負極活物質層
１０５としては、例えば、活性炭、黒鉛、導電性高分子、ポリアセン有機半導体（ＰＡＳ
）などを用いることができる。
【０１６４】
　本発明の一態様に係る非水溶媒は、広い電位窓を有し、優れた電気化学安定性を有する
ため、選択した正極材料及び負極材料に対して安定となる。従って、本発明の一態様に係
る非水溶媒を、リチウムイオンキャパシタの電解液として用いることにより、リチウムイ
オンキャパシタの信頼性を向上させることができる。
【０１６５】
　また、本発明の一態様に係る非水溶媒は、凝固点が低いため、当該非水溶媒をリチウム
イオンキャパシタにおける電解液の非水溶媒として用いることにより、低温環境下でも動
作可能な幅広い動作温度範囲を有するリチウムイオンキャパシタを実現することができる
。
【０１６６】
　蓄電装置１００、１１０、２００、２１０を電気二重層キャパシタとして用いる場合、
正極活物質層１０２及び負極活物質層１０５として、活性炭、黒鉛、導電性高分子、ポリ
アセン有機半導体（ＰＡＳ）などを用いることができる。
【０１６７】
　また、本明細書に記載した蓄電装置を電気二重層キャパシタとして用いる場合、電解液
は、本発明の一態様に係る非水溶媒のみで構成することができる。
【０１６８】
　本発明の一態様に係る非水溶媒は、広い電位窓を有し、優れた電気化学安定性を有する
ため、選択した正極材料及び負極材料に対して安定となる。従って、本発明の一態様に係
る非水溶媒を、電気二重層キャパシタの電解液として用いることにより、電気二重層キャ
パシタの信頼性を向上させることができる。
【０１６９】
　また、本発明の一態様に係る非水溶媒は、凝固点が低いため、当該非水溶媒を電気二重
層キャパシタにおける電解液の非水溶媒として用いることにより、低温環境下でも動作可
能な幅広い動作温度範囲を有する電気二重層キャパシタを実現することができる。
【０１７０】
　本実施の形態では、ラミネート型の蓄電装置及びボタン型の蓄電装置の例を示したが、
本発明の一態様に係る蓄電装置はこれに限定されない。例えば、積層型、筒型など様々な
構造の蓄電装置とすることができる。
【０１７１】
　以上のように、本実施の形態によれば、エネルギー密度が高く、信頼性に優れた高性能
な蓄電装置とすることができる。
【０１７２】
　また、本実施の形態は、他の実施の形態に記載した構成と適宜組み合わせて実施するこ
とが可能である。
【０１７３】
（実施の形態４）
　本発明の一態様に係る蓄電装置は、電力により駆動する様々な電気機器の電源として用
いることができる。
【０１７４】
　本発明の一態様に係る蓄電装置を用いた電気機器の具体例として、表示装置、照明装置
、デスクトップ型或いはノート型のパーソナルコンピュータ、ＤＶＤ（Ｄｉｇｉｔａｌ　
Ｖｅｒｓａｔｉｌｅ　Ｄｉｓｃ）などの記録媒体に記憶された静止画又は動画を再生する
画像再生装置、携帯電話、携帯型ゲーム機、携帯情報端末、電子書籍、ビデオカメラ、デ
ジタルスチルカメラ、電子レンジ等の高周波加熱装置、電気炊飯器、電気洗濯機、エアコ
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ンディショナーなどの空調設備、電気冷蔵庫、電気冷凍庫、電気冷凍冷蔵庫、ＤＮＡ保存
用冷凍庫、透析装置などが挙げられる。また、蓄電装置からの電力を用いて電動機により
推進する移動体なども、電気機器の範疇に含まれるものとする。上記移動体として、例え
ば、電気自動車、内燃機関と電動機を併せ持った複合型自動車（ハイブリッドカー）、電
動アシスト自転車を含む原動機付自転車などが挙げられる。
【０１７５】
　なお、上記電気機器は、消費電力の殆ど全てを賄うための蓄電装置（主電源と呼ぶ）と
して、本発明の一態様に係る蓄電装置を用いることができる。或いは、上記電気機器は、
上記主電源や商用電源からの電力の供給が停止した場合に、電気機器への電力の供給を行
うことができる蓄電装置（無停電電源と呼ぶ）として、本発明の一態様に係る蓄電装置を
用いることができる。或いは、上記電気機器は、上記主電源や商用電源からの電気機器へ
の電力の供給と並行して、電気機器への電力の供給を行うための蓄電装置（補助電源と呼
ぶ）として、本発明の一態様に係る蓄電装置を用いることができる。
【０１７６】
　図５に、上記電気機器の具体的な構成を示す。図５において、表示装置５０００は、本
発明の一態様に係る蓄電装置５００４を用いた電気機器の一例である。具体的に、表示装
置５０００は、ＴＶ放送受信用の表示装置に相当し、筐体５００１、表示部５００２、ス
ピーカー部５００３、蓄電装置５００４等を有する。本発明の一態様に係る蓄電装置５０
０４は、筐体５００１の内部に設けられている。表示装置５０００は、商用電源から電力
の供給を受けることもできるし、蓄電装置５００４に蓄積された電力を用いることもでき
る。よって、停電などにより商用電源から電力の供給が受けられない時でも、本発明の一
態様に係る蓄電装置５００４を無停電電源として用いることで、表示装置５０００の利用
が可能となる。
【０１７７】
　表示部５００２には、液晶表示装置、有機ＥＬ素子などの発光素子を各画素に備えた発
光装置、電気泳動表示装置、ＤＭＤ（Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｍｉｃｒｏｍｉｒｒｏｒ　Ｄｅｖ
ｉｃｅ）、ＰＤＰ（Ｐｌａｓｍａ　Ｄｉｓｐｌａｙ　Ｐａｎｅｌ）、ＦＥＤ（Ｆｉｅｌｄ
　Ｅｍｉｓｓｉｏｎ　Ｄｉｓｐｌａｙ）などの、半導体表示装置を用いることができる。
【０１７８】
　なお、表示装置には、ＴＶ放送受信用の他、パーソナルコンピュータ用、広告表示用な
ど、全ての情報表示用表示装置が含まれる。
【０１７９】
　図５において、据え付け型の照明装置５１００は、本発明の一態様に係る蓄電装置５１
０３を用いた電気機器の一例である。具体的に、照明装置５１００は、筐体５１０１、光
源５１０２、蓄電装置５１０３等を有する。図５では、蓄電装置５１０３が、筐体５１０
１及び光源５１０２が据え付けられた天井５１０４の内部に設けられている場合を例示し
ているが、蓄電装置５１０３は、筐体５１０１の内部に設けられていても良い。照明装置
５１００は、商用電源から電力の供給を受けることもできるし、蓄電装置５１０３に蓄積
された電力を用いることもできる。よって、停電などにより商用電源から電力の供給が受
けられない時でも、本発明の一態様に係る蓄電装置５１０３を無停電電源として用いるこ
とで、照明装置５１００の利用が可能となる。
【０１８０】
　なお、図５では天井５１０４に設けられた据え付け型の照明装置５１００を例示してい
るが、本発明の一態様に係る蓄電装置は、天井５１０４以外、例えば側壁５１０５、床５
１０６、窓５１０７等に設けられた据え付け型の照明装置に用いることもできるし、卓上
型の照明装置などに用いることもできる。
【０１８１】
　また、光源５１０２には、電力を利用して人工的に光を得る人工光源を用いることがで
きる。具体的には、白熱電球、蛍光灯などの放電ランプ、ＬＥＤや有機ＥＬ素子などの発
光素子が、上記人工光源の一例として挙げられる。
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【０１８２】
　図５において、室内機５２００及び室外機５２０４を有するエアコンディショナーは、
本発明の一態様に係る蓄電装置５２０３を用いた電気機器の一例である。具体的に、室内
機５２００は、筐体５２０１、送風口５２０２、蓄電装置５２０３等を有する。図５では
、蓄電装置５２０３が、室内機５２００に設けられている場合を例示しているが、蓄電装
置５２０３は室外機５２０４に設けられていても良い。或いは、室内機５２００と室外機
５２０４の両方に、蓄電装置５２０３が設けられていても良い。エアコンディショナーは
、商用電源から電力の供給を受けることもできるし、蓄電装置５２０３に蓄積された電力
を用いることもできる。特に、室内機５２００と室外機５２０４の両方に蓄電装置５２０
３が設けられている場合、停電などにより商用電源から電力の供給が受けられない時でも
、本発明の一態様に係る蓄電装置５２０３を無停電電源として用いることで、エアコンデ
ィショナーの利用が可能となる。
【０１８３】
　なお、図５では、室内機と室外機で構成されるセパレート型のエアコンディショナーを
例示しているが、室内機の機能と室外機の機能とを１つの筐体に有する一体型のエアコン
ディショナーに、本発明の一態様に係る蓄電装置を用いることもできる。
【０１８４】
　図５において、電気冷凍冷蔵庫５３００は、本発明の一態様に係る蓄電装置５３０４を
用いた電気機器の一例である。具体的に、電気冷凍冷蔵庫５３００は、筐体５３０１、冷
蔵室用扉５３０２、冷凍室用扉５３０３、蓄電装置５３０４等を有する。図５では、蓄電
装置５３０４が、筐体５３０１の内部に設けられている。電気冷凍冷蔵庫５３００は、商
用電源から電力の供給を受けることもできるし、蓄電装置５３０４に蓄積された電力を用
いることもできる。よって、停電などにより商用電源から電力の供給が受けられない時で
も、本発明の一態様に係る蓄電装置５３０４を無停電電源として用いることで、電気冷凍
冷蔵庫５３００の利用が可能となる。
【０１８５】
　なお、上述した電気機器のうち、電子レンジ等の高周波加熱装置、電気炊飯器などの電
気機器は、短時間で高い電力を必要とする。よって、商用電源では賄いきれない電力を補
助するための補助電源として、本発明の一態様に係る蓄電装置を用いることで、電気機器
の使用時に商用電源のブレーカーが落ちるのを防ぐことができる。
【０１８６】
　また、電気機器が使用されない時間帯、特に、商用電源の供給元が供給可能な総電力量
のうち、実際に使用される電力量の割合（電力使用率と呼ぶ）が低い時間帯において、蓄
電装置に電力を蓄えておくことで、上記時間帯以外において電力使用率が高まるのを抑え
ることができる。例えば、電気冷凍冷蔵庫５３００の場合、気温が低く、冷蔵室用扉５３
０２、冷凍室用扉５３０３の開閉が行われない夜間において、蓄電装置５３０４に電力を
蓄える。そして、気温が高くなり、冷蔵室用扉５３０２、冷凍室用扉５３０３の開閉が行
われる昼間において、蓄電装置５３０４を補助電源として用いることで、昼間の電力使用
率を低く抑えることができる。
【０１８７】
　また、本実施の形態は、他の実施の形態に記載した構成と適宜組み合わせて実施するこ
とが可能である。
【符号の説明】
【０１８８】
１００　　　蓄電装置
１０１　　　正極集電体
１０２　　　正極活物質層
１０３　　　正極
１０４　　　負極集電体
１０５　　　負極活物質層
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１０６　　　負極
１０７　　　電解液
１０８　　　セパレータ
１０９　　　筐体
１１０　　　蓄電装置
１１１　　　セパレータ
２０１　　　第１の筐体
２０２　　　第２の筐体
２０３　　　リング状絶縁体
２００　　　ラミネート型蓄電装置
２１０　　　ボタン型蓄電装置
５０００　　表示装置
５００１　　筐体
５００２　　表示部
５００３　　スピーカー部
５００４　　蓄電装置
５１００　　照明装置
５１０１　　筐体
５１０２　　光源
５１０３　　蓄電装置
５１０４　　天井
５１０５　　側壁
５１０６　　床
５１０７　　窓
５２００　　室内機
５２０１　　筐体
５２０２　　送風口
５２０３　　蓄電装置
５２０４　　室外機
５３００　　電気冷凍冷蔵庫
５３０１　　筐体
５３０２　　冷蔵室用扉
５３０３　　冷凍室用扉
５３０４　　蓄電装置
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